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はじめに 

 

JACR Monographは、地域がん登録全国協議会（現・日本がん登録協議会、JACR）の学術集会記録集

として、1995年（平成7年）に発刊されました。2012年までに18冊の記録集と1冊のsupplement（2003

年発刊）が刊行されています。2013年の第19刊からは、学術集会記録に加え論文投稿も募集し、毎年度

1冊が刊行され、2016年には2冊目のsupplementを発刊しました。ISBNが取得されており、JACRが定

期に刊行するがんの記述疫学研究を主とした学術的な単行本です。医学論文検索サイトの医中誌で検索

可能であり、JACRのウェブサイトやメディカルオンラインからもお読みいただけます。 

 

JACRでは査読プロセスを経る和論文としての投稿を推奨しており、新たな編集体制での発刊となった

平成30年度の第24刊から、第１部を構成する論文集の査読において、編集委員以外の査読者も含めた複

数でのpeer reviewとしています。投稿原稿の採否は、査読プロセスを経たのち、JACR学術委員会モノ

グラフ編集委員で審議し決定します。2024年10月の投稿規程変更で、わかりにくいとの意見があった論

文の種類を、従来の5種類から（１）原著、（２）総説・提言、（３）がん登録事業活動報告、の3種類

に統合整理しました。令和7年度の第31刊の投稿期限までの投稿数は1編と前年度の5編よりも少なかっ

たのですが、例年通りに査読と修正の過程を経て、最終的に採用となりました。 

第23刊までのB5版ではなくA4版とし、査読プロセスを経ない第２部を構成する学術集会記録につい

ては、学術集会での配布物との重複を考慮し、研修会資料の再掲中止、第27刊から抄録の縮小掲載も中

止、プログラムのみ再掲して口演およびポスター演題の受賞の情報を追加しました。優秀賞受賞演題お

よび一般演題以外の全演題、一般演題のうち希望のあった演題については、査読プロセスを経る第１部

の和論文としての投稿、それが難しい場合は、発表者の責任において口演抄録に図表等を追加加筆して

2ページにまとめたもの、あるいはポスターの縮小版での掲載を依頼しています。新型コロナウィルス

感染症（COVID-19）対応でウェブ開催となった第29回から第31回の学術集会については、原則、全て

のポスターを縮小掲載しました（発表者が希望されない場合やいわゆるポスター形式が設定されなかっ

た第30回学術集会を除く）。第32回以降は現地開催となり、第34回が対象となる令和7年度のJACR 

Monograph第31刊では、第１部に採用された口演１演題（O2-4）の他、第２部にシンポジウムと口演

から5演題とポスター46演題（論文投稿を理由とするP1-11を除く全演題）を掲載しています。 

 

本書が、がん登録を活用し、がん対策を効果的に推進するための一助になれば幸いです。 

 

2026 年３月 “Life’s like a love song” 

                              JACR Monograph 編集長  宮代 勲 
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 第 1 部 論文集 

原著 

 

  

 

病理情報と院内がん登録情報をリンケージして行っ

た乳癌手術症例のサブタイプ別生存率解析 
本間りりの 1 杉山裕美 2 鵜飼翔一 1 籔下広樹 1 山崎理恵 1 梶原友紀子 3  

伊藤充矢 3 市村浩一 1 

広島市立広島市民病院 病理診断科 1 

放射線影響研究所 疫学部 2 

広島市立広島市民病院 乳腺外科 3 

要 旨 

【目的】乳癌は日本における女性のがん罹患数で最多を占め、免疫染色に基づいて決定される臨

床的サブタイプによって治療方針が選択される。本研究では、院内がん登録情報を用いて、免疫

染色などの病理情報と地域がん登録の予後情報を統合し、当院における乳癌手術症例の診療

実態と生存予後を検討することを目的とした。 

【方法】2009 年から 2015 年に当院で診断・手術された乳腺上皮性浸潤癌の女性患者を対象

とした。病理診断科で実施された免疫染色結果（estrogen receptor、progesterone 

receptor、human epidermal growth factor receptor 2 [HER2]、Ki-67）に基づ

き、各症例の臨床的サブタイプを以下の様に分類した; Luminal A 型、Luminal B 

(HER2−)型、Luminal B (HER2＋)型、HER2 型、triple negative (TN)型。地域がん

登録から 2020 年末までの予後情報を取得し、院内がん登録を基盤に病理情報をリンクし、サブ

タイプ別に Kaplan-Meier 法を用いて 5 年実測生存率を算出した。 

【結果】乳癌手術症例 2168 例のうち、Luminal A 型 1206 例、Luminal B (HER2−)型

311 例、Luminal B (HER2＋)型 140 例、HER2 型 183 例、TN 型 328 例で、5 年生

存率は Luminal B (HER2＋)型が最も高く、Luminal A および Luminal B (HER2−)型

が僅差で続いた。TN 型のみ 90%を下回っていた。 

【結論】当院での乳癌症例の背景および予後は全国報告と概ね一致していた。病理情報と院内

がん登録データを連結し、サブタイプ別生存率を提示することで、診療の実態を可視化することが

できた。診療評価や患者への情報提供に有用であり、広く活用されることが期待される。 
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日本における女性の乳がんの 2021 年罹患数は

98782 件で第 1 位 1)、2023 年死亡数は 15629 件

で第 4 位のがん種である 2)。上皮性の乳癌はその

遺伝子発現プロファイリングに基づいて内因性サ

ブタイプが決定され、サブタイプにより予後や薬

物感受性が異なることが知られている 3)。実臨床

においては、免疫組織化学を用いた St. Gallen 早

期乳癌に関するコンセンサス会議で提唱された分

類 4)が臨床的サブタイプとして用いられることが

多い。当院でも多くの乳癌の外科手術が行われ、

臨床的サブタイプに基づき治療方針が決定されて

おり、サブタイプごとの診療成績を継続的に評価

していく必要がある。 

本研究では、院内がん登録情報を用いて、免疫

染色などの病理情報と地域がん登録および登録の

予後情報を統合し、当院における乳癌手術症例の

診療実態と生存予後を検討することを目的とした。 

２．方法 

1) 解析対象患者

当院の院内がん登録情報から、2009 年から 201

5 年までに原発性上皮性乳癌と診断され、外科手

術が施行された患者を抽出した。そこから、男性、

上皮内癌、第２癌以降の乳癌、免疫染色の評価が

困難でありサブタイプが判定不能な患者、Paget

病(8540/3)の患者は除外した。 

 

2) 臨床的サブタイプ分類

当院では、乳癌の手術材料には estrogen recep

tor (ER)、progesterone receptor (PgR)、human

epidermal growth factor receptor 2 (HER2)、

Ki-67 の免疫染色を施行している。これらの免疫

染色結果に基づき、2011 年の St. Gallen 早期乳

癌に関するコンセンサス会議で提唱された分類 4)

をもとに、臨床的サブタイプを決定した。ER もし

くは PgR が陽性かつ HER2 陰性で Ki-67 のみ判

定不能であった患者について、独自に Luminal n

ot otherwise specified (NOS)型と分類した（表

1）。術前治療が施行された患者は、術前治療施行

前に採取された生検材料の免疫染色結果をもとに

臨床的サブタイプを決定した。その他の患者は手

術材料の免疫染色結果をもとにサブタイプを決定

した。 

3) 生存時間解析

当院では毎年、広島県がん登録室へ当院から提

出したがん登録情報について予後情報を取得して

いる。解析対象患者について、広島県地域がん登

録から取得した 2020 年末までの生死情報をアウ

トカムとし、サブタイプ別に Kaplan-Meier 法を

用いて 5 年実測生存率を算出した。また、Lumin

al A 型の患者では、年齢区分別、Stage 別、組織

型別に、各項目で 30 例以上患者数がある項目につ

いて、5 年実測生存率を算出した。解析には R の

dplyr、ggsci を用いた。さらに、2009–2010 年に

診断された患者においては、10 年実測生存率を算

出した。 

１．はじめに 

Luminal A 
Luminal B 

(HER2－) 

Luminal B 

(HER2＋) 
HER2 TN Luminal NOS 

ER or 

PgR 
＋ ＋ ＋ － － + 

HER2 － － ＋ ＋ － － 

Ki-67 ≤15% >15% 判定不能 

ER, estrogen receptor; PgR, progesterone receptor; HER2, human epidermal growth factor receptor 2, TN, triple negative; NOS, not 

otherwise specified. 

表 1. 臨床的サブタイプ分類 
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4) 倫理審査 

本研究は、広島市立広島市民病院の倫理委員会

の承認を得て実施した。 

 

3．結果 

 

 2009 年から 2015 年に診断され、当院で外科切

除された上皮性乳癌患者 2686 例から、男性 8 例、

上皮内癌 368 例、第 2 癌以降の乳癌 39 例、免疫

染色の評価困難などにより臨床的サブタイプが判

定不能な 11 例を除いた 2260 例を解析対象とした。

予後解析には、このうち Luminal NOS 型を除い

た 2168 例を対象とした。 

 上皮性乳癌患者におけるサブタイプでは、

Luminal A 型が最も多く 1206 例（53.4％）であ

り、次いで triple negative (TN)型、Luminal B

（HER2−）型、HER2 型、Luminal B (HER2＋)

型と続いた。Luminal NOS 型は 92 例であった（表

2）。 

 全患者およびサブタイプ別の年齢分布を示す

（図 1、表 2)。全患者の中央値は 56 歳であり、45–

49 歳と 60–64 歳にピークを有する二峰性の分布

を示した。Luminal A 型、Luminal B (HER2−)型 

でも同様の二峰性の分布を示した。サブタイプ別

の年齢分布では、TN 型で 65 歳以上の割合が高か

った。 

 全患者の Stage 分布では、半分近く（46.8%）の

患者が Stage I (Stage IA＋Stage IB)であった(表

2)。サブタイプ別では、Luminal A 型のみ Stage I

が過半数（56.8%）を占めており、Stage III 以上

は 4.9%に留まった。組織型の分布は、全患者およ

びいずれのサブタイプでも浸潤性乳管癌が最多で

あった。粘液癌は Luminal A 型に多く、アポクリ

ン癌は TN 型に多かった。 

 サブタイプ別の 5 年生存率を示す（表 3、図 2a）。

5年生存率が最も高かったのはLuminal B (HER2

＋)型であり、僅差で Luminal A 型、HER2 型が

続いた。TN 型のみ 90%を下回った。また 2009 年

および 2010 年に診断された患者の 10年生存率で

最も高いのは Luminal B (HER2＋)型であり、

Luminal A 型、HER2 型が続いた(表 4、図 2b)。

Luminal B (HER2−)型、TN 型では 90%を下回っ

た。 

 図1. 予後解析対象患者の年齢分布 図 2. サブタイプ別生存時間解析 

9

JACR Monograph No.31 
第1部：論文集



 

Luminal A 
Luminal B 

(HER2－) 

Luminal B 

(HER2＋) 
HER2 TN 

n (%) n (%) n (%) n (%) n (%) 

1206 311 140 183 328 

年齢区分 –39 歳 66 (5.5) 32 (10.3) 18 (12.9) 18 (9.8) 30 (9.1) 

40–64 歳 760 (63) 193 (62.1) 97 (69.3) 123 (67.2) 183 (55.8) 

65 歳– 380 (31.5) 86 (27.7) 25 (17.9) 42 (23) 115 (35.1) 

Stage IA + IB 685 (56.8) 83 (26.7) 51 (36.4) 59 (32.2) 136 (41.5) 

IIA 337 (27.9) 115 (37) 47 (33.6) 53 (29) 98 (29.9) 

IIB 125 (10.4) 52 (16.7) 16 (11.4) 32 (17.5) 38 (11.6) 

IIIA 40 (3.3) 33 (10.6) 17 (12.1) 25 (13.7) 28 (8.5) 

IIIB 11 (0.9) 11 (3.5) 3 (2.1) 6 (3.3) 10 (3) 

IIIC 7 (0.6) 15 (4.8) 5 (3.6) 4 (2.2) 15 (4.6) 

IV 1 (0.1) 2 (0.6) 1 (0.7) 4 (2.2) 3 (0.9) 

組織型 ductal 1005 (83.3) 283 (91) 132 (94.3) 168 (91.8) 260 (79.3) 

lobular 108 (9) 14 (4.5) 2 (1.4) 3 (1.6) 15 (4.6) 

mucinous 79 (6.6) 7 (2.3) 1 (0.7) 0 (0) 3 (0.9) 

apocrine 5 (0.4) 1 (0.3) 3 (2.1) 4 (2.2) 29 (8.8) 

others 9 (0.7) 6 (1.9) 2 (1.4) 8 (4.4) 21 (6.4) 

表 3. サブタイプ別の 5 年生存率 

表 4. サブタイプ別の 10 年生存率 

症例数 (2009–2015) 5年生存率 (%) 95%信頼区間 

Luminal A 1206 96.9 0.959–0.979 

Luminal B (HER2－) 311 93.9 0.912–0.966 

Luminal B (HER2＋) 140 97.8 0.954–1.000 

HER2 183 95.6 0.927–0.986 

TN 328 89.3 0.860–0.927 

症例数 (2009–2010) 5年生存率 (%) 95%信頼区間 10年生存率 (%) 95%信頼区間 

Luminal A 301 95.7 0.934–0.980 91 0.878–0.943 

Luminal B (HER2－) 78 96.2 0.920–1.000 87.1 0.800–0.949 

Luminal B (HER2＋) 34 100 1.000–1.000 93.5 0.853–1.000 

HER2 63 98.4 0.952–1.000 90.2 0.830–0.980 

TN 107 90.6 0.853–0.963 86.8 0.807–0.935 

表 2. サブタイプ別の年齢・Stage・組織型別患者数（割合） 
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表 5. Luminal A 型における生存時間解析  患者数の多かった Luminal A 型について、サブ

グループ解析を行った。Luminal A 型における年齢

区分ごとの 5 年生存率は、高齢になる程低かった(表

5、図 3a)。Stage ごとの 5 年生存率に大きな差は見

られなかったが、診断から約 7 年前後経過した時点

から Stage IIB および Stage III では生存率が低下

し、早期がん患者の生存率と差が大きくなる傾向が

みられた(表 5、図 3b)。組織型ごとの 5 年生存率は、

浸潤性乳管癌と浸潤性小葉癌に差はみられず、粘液

癌がやや低かった(表 5、図 3c)。 

図 3. Luminal A 型における生存時間解析 

 2009 年から 2015 年の 7 年間に当院で外科切除

された上皮性乳癌患者について、サブタイプ別に

患者属性と予後を検討した。患者の年齢や Stage、

サブタイプごとに、予後に違いがみられた。

2018 年に National Clinical Database (NCD)

へ登録された乳癌症例を解析した報告では、年齢

分布は 45–49歳および 65–69歳の二峰性ピークを

有し、中央値は 65 歳であった 5)。本研究でも同様

に二峰性分布はみられたが、45–49 歳および 60–

64 歳と、既報と比べると若年にピークを有してお

り、また年齢中央値も 56 歳と若かった。これは本

研究では外科手術の施行された患者のみを対象と

したためと考える。 

2004 年の全国乳がん登録を基にした報告では、

Luminal A 型＋Luminal B (HER2−)型、Luminal 

B (HER2＋)型、HER2型、TN型はそれぞれ 69%、

7.3%、8.2%、15.5%を占めており 6)、本研究での

サブタイプの分布と概ね一致していた。

当院の乳癌手術症例の臨床的サブタイプ分布は

概ね全国症例の報告と一致し、治療成績も同等で

あった 7)。当院で診療される乳癌患者には、当院で

初めて病理診断される患者のみならず、近隣の乳

腺クリニックで診断されて当院へと紹介されてく

る患者が多く含まれている。 

また、術後は紹介元のクリニックへと積極的に 

4．考察 

症例数 5 年生存率 (%) 95%信頼区間 

年齢 

–39 歳 66 100 1.000–1.000 

40–64 歳 760 98.4 0.975–0.993 

65 歳– 380 93.3 0.909–0.959 

Stage 

IA＋IB 685 97.2 0.960–0.984 

IIA 337 97.0 0.952–0.989 

IIB 125 96.0 0.926–0.995 

IIIA 40 97.5 0.928–1.000 

組織型 

ductal 1005 97.2 0.962–0.982 

lobular 108 97.2 0.941–1.000 

mucinous 79 92.2 0.864–0.984 
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逆紹介し、経過のフォローや追加治療を行うなど、

当院はがん診療連携拠点病院として地域の医療機

関との連携を密にして標準治療を実施しているた

め、患者分布や治療成績が全国症例と同等であっ

たと考える。一方で、サブグループ解析において、

Luminal A 型の患者で各 Stage の 5 年生存率に差

はみられなかったが、7 年前後経過した時点で

StageⅡ以上の患者の生存率が低下していた。

Luminal A 型は比較的予後の良いサブタイプとい

われているが 7)、特に進行例を念頭に、より長期の

観察を行い、検討する必要がある。 

広島県では 1973 年から広島県腫瘍登録事業が、

2002 年から地域がん登録が運営されてきた。さら

に 2016 年からは全国がん登録が開始され、居住

地域に関わらずデータが収集できるようになった。

しかし各病院におけるそれらのデータの有効利用

は始まったばかりであり、診療現場での活用はま

だ途上にある。本研究と同様の解析は、院内がん

登録を行っている施設であれば、がん種を問わず

実施可能である。また、院内がん登録を行ってい

ない施設でも、全国がん登録に届出した症例を抽

出すれば、同様の解析は可能である。このように、

担当科の医師がもつ臨床情報、病理医による病理

学的情報、全国がん登録からの予後情報をリンク

させることで、より実臨床に則した解析が可能で

ある。 

本研究にはいくつか限界がある。一つは外科切

除された患者に対象を限定している点、また部分

切除か全切除かなど、術式の区別をしていない点

である。さらに部分切除後の追加切除の有無や、

術前および術後の薬物療法、放射線療法の有無な

どの因子が予後に及ぼす影響に関しても、検討を

深める必要がある。 

結論として、当院における上皮性乳癌患者のサ

ブタイプや Stage 分布は全国の分布と等しく、サ

ブタイプ別の 5 年生存率も同レベルであった。院

内における情報を統合・解析することで、その成

果を実臨床へフィードバックして診療実績の評価

ができる。さらに患者に対しては、その施設にお

ける患者背景や治療成績を提示し、治療選択や信

頼形成の一助となることが期待される。 
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プログラム　指定演題一覧

がん登録実務者研修会�� ［6月5日（木）9:00～11:30］　5F　小ホール1
がん登録実務者・行政担当者が知っておきたい統計解析のポイント

ファシリテーター：大木 いずみ（埼玉県立大学 健康開発学科）
田中 里奈　（弘前大学大学院 医学研究科）

◆全国がん登録情報活用編

1
趣旨、概要の説明
金村 政輝（宮城県立がんセンター研究所 がん疫学・予防研究部）

2
都道府県集計
佐藤 雅子（公益財団法人秋田県総合保健事業団 疾病登録室）

3
全国集計
田中 里奈（弘前大学大学院医学研究科）

◆院内がん登録情報活用編

1
趣旨、概要説明
松本 吉史（大阪医科薬科大学病院 医療総合管理部 診療情報管理室）

2
大学病院での活用
大塚 理可（岡山大学病院 医事課 診療情報管理室）

3
一般病院での活用
神谷 里佳（公立西知多総合病院 医事課 診療情報管理室）

実務者情報交換会�� ［6月5日（木）11：45～12：45］　5F　小ホール1
実務でGo！�� 座長：松本 吉史（大阪医科薬科大学病院 医療総合管理部 診療情報管理室）

伊佐 奈 （々琉球大学病院がんセンター）　

学術集会会長講演�� ［6月5日（木）14：40～15：10］　5F　小ホール1
座長：尾崎 米厚（鳥取大学医学部社会医学講座 環境予防医学分野）

がん登録と私
伊藤 秀美（愛知県がんセンター がん情報・対策研究分野）
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プログラム　指定演題一覧

学術集会企画シンポジウム�� ［6月5日（木）16：35～18：15］　5F　小ホール1
疫学研究におけるがん登録データの活用と国際共同研究の未来

座長：井上 真奈美（国立がん研究センター がん対策研究所）　
伊藤 秀美　（愛知県がんセンター がん情報・対策研究分野）

1
記述疫学研究①（全国がん登録情報）：
小児がんの記述疫学研究―国際共同研究の経験と現状
中田 佳世（大阪国際がんセンター がん対策センター 政策情報部）

2
記述疫学研究②−1（院内がん登録情報・国内研究）：
院内がん登録全国集計を活用した希少がん診療の実態把握
南 哲司（国立がん研究センター がん対策研究所 がん医療支援部 希少がん支援室）

3
記述疫学研究②−2（院内がん登録情報）：
海外における国際共同研究の事例紹介
松田 智大（国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター）

4
分析疫学研究①（全国がん登録情報）：
コホート研究と国際共同研究
澤田 典絵（国立がん研究センター がん対策研究所 コホート研究部）

5
分析疫学研究②　（院内がん登録情報）：
院内がん登録情報を用いた大規模病院疫学研究
松尾 恵太郎（愛知県がんセンター がん予防研究分野）

6
国際共同研究におけるリモート解析について：
がん登録データを活用するためのリモート解析の実現可能性と課題
梅沢 淳（国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター）

情報提供
国立がんセンターの取り組み
井上 真奈美（国立がん研究センター がん対策研究所 予防研究部）

指定発言 木澤 莉香（厚生労働省 健康・生活衛生局 がん・疾病対策課）
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プログラム　指定演題一覧

学術委員会企画シンポジウム�� ［6月6日（金）10：05～11：35］　5F　小ホール1
がん対策を支えるがん登録③　〜がん診療の集約化

座長：宮代 勲　（大阪国際がんセンター がん対策センター）
寺本 典弘（四国がんセンター 病理科）

1
2040年を見据えたがん医療提供体制について
北國 大樹（厚生労働省 健康・生活衛生局 がん・疾病対策課）

2
小児がん拠点病院・連携病院QIで評価する日本の小児がん医療集約化の現状
松本 公一（国立研究開発法人 国立成育医療研究センター 小児がんセンター）

3
大阪府がん登録を用いた均てん化と集約化に関する分析
島津 美寿季（大阪国際がんセンター がん対策センター）

国際交流委員会セッション�� ［6月6日（金）14：15～14：55］　5F　小ホール1
CONCORD3提出データによる日本のがん生存率の精緻な部位別解析（2000–2014）

座長：杉山 裕美（公益財団法人 放射線影響研究所 疫学部）
渡邉 要　（神奈川県立がんセンター臨床研究所 がん予防・情報学部）

1
胃がんの純生存率の経年変化
松坂 方士（弘前大学大学院医学研究科 医学医療情報学講座）

2
結腸・直腸がんの純生存率の経年変化
大木 いずみ（埼玉県立大学 健康開発学科）

J-CIP委員会セッション ［6月6日（金）16：20～17：05］　5F　小ホール1
患者、市民とともにがん登録データを地域のがん対策に役立てよう

座長：伊藤 ゆり（大阪医科薬科大学 医学部 医療統計学研究室）
花井 美紀（特定非営利活動法人 ミーネット）　

共催：厚生労働科学研究費「誰一人取り残さないがん対策における格差のモニタリングと要因解明に資する研究」班

1 寺本 典弘（四国がんセンター 病理科）

2 片山 佳代子（群馬大学 情報学部 情報学科）

指定発言
花井 美紀（特定非営利活動法人 ミーネット）
服部 文（一般社団法人 仕事と治療の両立支援ネットーブリッジ）
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プログラム　口演演題一覧

口演Ⅰ�� ［6月5日（木）15:15～16:30］　5F　小ホール1
座長：片山 佳代子（群馬大学）　

中林 愛恵　（国立がん研究センター）

O1-1
統合失調症を併存している患者に対するがん医療の状況評価―大阪府内の多施設データベース研究
島津 美寿季（大阪国際がんセンター がん対策センター）* 最優秀口演賞受賞

O1-2
長野県における低線量肺がんCT検診の実情  
―長野県内の実施市町の全国がん登録および肺癌死亡率からの解析―
小泉 知展（長野県立木曽病院 内科）

O1-3
DPCデータと院内がん登録情報を用いた青森県の中核病院における治療待機時間と 
併存症が肺がん患者の生存率に与える影響の検討
小山 新太郎（弘前大学大学院医学研究科 呼吸器内科学講座）

O1-4
都市度別にみた地理的剥奪指標とがん罹患・死亡との関連：空間ベイズモデルによる推定
小栁 友理子（愛知県がんセンター がん予防研究分野）* 優秀口演賞受賞

O1-5
院内がん登録データを用いた地域の社会経済指標による膵臓がん生存率の格差
須藤 靖弘（大阪医科薬科大学 医学部 医療統計学研究室）

O1-6
地域がん登録に基づく日本のがん5年純生存率の経年推移：1993～2015年
花房 真理子（国立がん研究センター がん対策研究所 コホート研究部）
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プログラム　口演演題一覧

口演Ⅱ�� ［6月6日（金）15:00～16:15］　5F　小ホール1
座長：猿木 信裕（群馬県衛生環境研究所）

松坂 方士（弘前大学大学院）　　　

O2-1
喫煙とがんとの関係～院内がん登録データの利活用～
戸村 悦子（独立行政法人国立病院機構岡山医療センター がん登録室）

O2-2
山形県A拠点病院の胃癌診療数はなぜ減少したのか
柴田 亜希子（山形県立中央病院 がん・生活習慣病センター）

O2-3
院内がん登録にがんゲノムプロファイリング検査の情報を登録する試み
安東 正子（姫路赤十字病院 がん診療連携課）

O2-4
病理情報と院内・全国がん登録情報をリンケージして行った乳癌手術症例のサブタイプ別生存率解析
本間 りりの（広島市民病院 病理診断科）

O2-5
BIツール活用による自治体のがん対策データ利活用の新展開
原 將太（佐賀県 がん撲滅特別対策室）

O2-6
全国がん登録生存率全国集計における推計手法の影響の検討
堀 芽久美（国立がん研究センター がん対策研究所 がん登録センター）
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プログラム　ポスター演題一覧

ポスター1�� ［6月6日（金）9：00～10：00］　5F　小ホール2

P1-1
2020年の鳥取県におけるがん罹患・死亡の状況に関する記述疫学
尾崎 米厚（鳥取大学 医学部 社会医学講座 環境予防医学分野）

P1-2
2000–2014年における日本の肺がん患者の5年純生存率の推移：CONCORD-3研究
尾瀬 功（愛知県がんセンター）

P1-3
大阪府における小細胞肺癌と非小細胞肺癌の比較
原 加奈子（大阪国際がんセンター がん対策センター）

P1-4
肺がんの左右差：千葉県がん登録情報からの知見
中村 洋子（千葉県がんセンター 研究所 がん予防センター）

P1-5
群馬県における子宮頸がん罹患状況と地理的要因の分析　* 優秀ポスター賞受賞

米持 晃輔（群馬大学 情報学研究科情報科学プログラム）

P1-6
広島県における高齢者のがん
小田 崇志（公益財団法人 放射線影響研究所 疫学部）

P1-7
秋田県の高齢者におけるがんの実態（2020年）
佐藤 雅子（公益財団法人 秋田県総合保健事業団 疾病登録室）

P1-8
宮城県における高齢者のがん罹患の実態について
目崎 はる香（宮城県立がんセンター 宮城県がん登録室）

P1-9
COVID-19の蔓延が日本のがん罹患数に与えた影響　

田中 里奈（弘前大学大学院医学研究科 医学医療情報学講座）

P1-10
flexible scan法を用いたがん死亡の地理的クラスタの同定
大谷 隆浩（名古屋市立大学大学院医学研究科 公衆衛生学分野）

P1-11
愛知県における胃がんの罹患と死亡のギャップ：その要因の検討
松尾 恵太郎（愛知県がんセンター がん予防研究分野）

P1-12
長崎県における後期高齢者（75歳以上）のがん罹患
吉田 匡良（放射線影響研究所 疫学部（長崎県がん登録室））
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プログラム　ポスター演題一覧

ポスター2�� ［6月6日（金）9：00～10：00］　5F　小ホール2

P2-1
AI導入の共通認識を形成するための生成AI活用：ペルソナ仮想ディスカッションの提案
高崎 光浩（佐賀大学 理工学部）

P2-2
院内がん登録・DPCデータを用いた単施設におけるがん患者への緩和ケア実施状況の客観指標の検討
髙島 祐子（大阪医科薬科大学 予防・社会医学講座 医療統計学研究室）

P2-3
院内がん登録からみる当院の乳癌診療と全国集計との比較
小牧 里恵（愛知県がんセンター 乳腺科）

P2-4
院内がん登録からみる当院のがん治療に与えた新型コロナウイルス感染症の影響
佐藤 由佳（杏林大学医学部付属病院 院内がん登録室（診療情報管理室））

P2-5
他施設紹介症例の理由精査と自施設で治療する場合の環境整備についての検討
山口 千春（独立行政法人国立病院機構 千葉医療センター 医療情報管理室）

P2-6
大阪府内68施設のがん診療連携拠点病院等の院内がん登録情報から見た症例区分及び病期と治療法の違
いによる治療開始までの日数
稲岡 史絵（大阪国際がんセンター がん対策センター）

P2-7
大阪府内がん診療連携拠点病院等の院内がん登録情報を用いた複数医療機関で連携して施行する初回治療
の現状  * 優秀ポスター賞受賞

石田 理恵（大阪国際がんセンター がん対策センター）

P2-8
院内がん登録による生存率の活用
髙田 美桜（松江赤十字病院 医療情報管理課・診療情報管理係）

P2-9
北信地域における頭頸部がんの診断から治療開始までの待機期間と長期休暇との関連
瀧口 知彌（金沢医科大学 医学部公衆衛生学）

P2-10
がん検診の受診勧奨を行うにあたりターゲット層が絞れるか
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院がんセンター）

23

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



プログラム　ポスター演題一覧

ポスター3�� ［6月6日（金）9：00～10：00］　5F　小ホール2

P3-1
自施設の病院運営に情報還元するための全国がん登録データの利活用法 
～日常生活圏を単位とした地域シェア分析の考案～
小原 仁（久留米大学 医学部 医療検査学科）

P3-2
訂正を要したがん登録届出情報の特徴と施設間差
川野 夏海（大阪国際がんセンター がん対策センター）

P3-3
滋賀県全国がん登録室 活動報告
柳 香里（滋賀県立総合病院 医療情報室）

P3-4
栃木県におけるがん罹患数及び死亡数の将来推計について
橋本 昂浩（栃木県 保健福祉部健康増進課）

P3-5
岐阜県全国がん登録室活動報告～変遷と登録精度維持の引継ぎ取組について～
纐纈 五月（岐阜大学医学部附属病院 全国がん登録室）

P3-6
市町村による全国がん登録情報の活用支援における集計方法
佐藤 洋子（宮城県立がんセンター 宮城県がん登録室）

P3-7
栃木県における新型コロナウイルス感染拡大が全国がん登録へ及ぼす影響 
－2019年及び2020年症例の公表値から－
菊地 康子（地方独立行政法人栃木県立がんセンター）

P3-8
愛媛県がん検診精度管理事業に伴う外部照合15市町45.9万件の経験
山下 夏美（国立病院機構四国がんセンター）

P3-9
名古屋市のエビデンスに基づくがん対策への試み
石川 博己（名古屋市 健康福祉局）

P3-10
愛知県がん登録室の最近の活動と今後の課題
羽佐田 香代（愛知県保健医療局健康医務部健康対策課 がん登録室）

P3-11
佐賀県のがん情報サイト「がんポータルさが」における佐賀県データの一般公開に向けたファーストステップ
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院がんセンター）

P3-12
佐賀県がん医療従事者eラーニングにおける、はじめてのがん登録に係る教育強化に向けて
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院がんセンター）

P3-13
佐賀県がん登録研修会で、がん登録業務の改善に必要な学習内容を考える
佐々木 和美（佐賀大学医学部附属病院がんセンター）
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プログラム　ポスター演題一覧

ポスター4�� ［6月6日（金）9：00～10：00］　5F　小ホール2

P4-1
院内がん登録研修会開催における新しい取り組みの報告
鈴木 優佳（社会福祉法人聖隷福祉事業団総合病院聖隷浜松病院 がん診療支援センター）

P4-2
BIツールを活用した沖縄県院内がん登録集計データのWeb公開による情報発信の強化
伊佐 奈々（琉球大学病院 がんセンター）

P4-3
診療情報管理士スキルアッププラン～資格取得を目指して～
竹島 楓香（宮城県立がんセンター 診療録管理室）

P4-4
がん登録データによる早期発見の促進
前田 優里（地方独立行政法人 くまもと県北病院 経営企画課）

P4-5
東北がんネットワークがん登録専門委員会施設でのがん登録の実際
佐藤 真弓（地方独立行政法人宮城県立病院機構 宮城県立がんセンター 診療録管理室）

P4-6
院内がん登録データに基づく手稲渓仁会病院における大腸がん治療の現状
伊藤 早代（手稲渓仁会病院 医療情報課）

P4-7
がんプロフェッショナル養成セミナーの運営について
佐藤 真里乃（東北大学病院 医療情報管理課 診療録管理係）

P4-8
愛知県における院内がん登録データの利活用：施設別集計の実践
川浦 正規（愛知県がんセンター研究所 がん情報・対策研究分野）

P4-9
『みんなのケースファインディング』 
―「がん登録実務者のための5大がん登録講座2024」参加施設の事例報告から―
新居田 あおい（国立病院機構 四国がんセンター 医療情報管理室）

P4-10

P4-11

P4-12

各施設版から改良した、県内多施設で共有できる『院内がん登録・国がん提出前チェックリスト』の作成
楢崎 千明（独立行政法人国立病院機構四国がんセンター 医療情報管理室）

東北大学病院における有事によるがん登録への影響の検証 * 最優秀ポスター賞受賞

阿部 舞子（東北大学病院 医療情報管理課 診療録管理係）

地域における指導者認定制度の創設：宮城県がん診療連携協議会がん登録部会における指導者リスト
の開始
金村 政輝（宮城県立がんセンター研究所 がん疫学・予防研究部）
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院内がん登録症例集計を活用した希少がん診

療の実態把握 

南哲司・川井章 

国立がん研究センターがん対策研究所 

がん医療支援部 希少がん支援室 

1. はじめに

希少がんは患者数が少なく臨床試験の実

施やエビデンス蓄積が困難であるため、症

例の集約化や診療水準の均てん化だけでな

く診療の質の改善が大きな課題となってい

る。本稿では、希少がん診療の現状・国際

的な分類や比較、および希少がん診療の質

の改善を目的とした Quality Indicator

（QI）の開発・導入について報告する。

2. 希少がんの分類と政策の動向について

希少がんの定義は欧州で 2008 年に開始

された RARECAREプロジェクト により体系

的な定義が示された。全てのがん種を 200

種弱にリスト化し、各がん種の「年間罹患率

が人口 10万人あたり 6例未満」を希少がん

の定義とした。この分類は疫学的視点から

の整理を可能にし、希少がんの研究基盤を

確立する契機となった。2010 年代には後継

プロジェクトとして RARECAREnet が構築

され、希少がんの分類をさらに精緻化 ・率率

化されることを目標として全がん種のリス

トの更新が検討され続けてきた。

2016 年に欧州 18 カ国では希少がんの諸

問題の分析を目的とした共同政策として Th

e Joint Action on Rare Cancers(JARC)が

発足し、集約化や均てん化を政策的に推進

した。さらに希少がん医療体制整備政策の

一環として European Rare Adult solid Ca

ncer Network (EURACAN)が設立された。高

度専門医療の集約化・診療ガイドラインの

策定・多職種連携の推進 ・教育研修の提供 ・

患者団体との協力などを進めており、国境

を超えた診療体制の標準化・診療の質の改

善化が実現しつつある。さらに JARC の一環

として 2020 年には RARECAREnet による 21

6 種の全がん種リストが更新・公開され、一

般がんと希少がんにおける臨床・疫学双方

で政策利用可能な国際標準となった。(1) 

 RARECAREnet の分類を用いた国際比較の

結果、希少がんの罹患は全がんのうち約 2

0％を占め ・ 年生存率は50％程度と報告さ

れている。罹患・生存率における大きな国際

的差異は認められず、一般的ながんと比べ

て予後が不良であること、その要因として

専門的診療のアクセス不足・臨床試験対象

者の少なさによるエビデンスの不足が課題

である。こうした背景は RARECAREnet 分類

に基づいた国際比較でも日本は同様である

ことが示され、日本における希少がん対策

の重要性が強調された。(2)さらに日本の診

療実態に即した希少がんの新しい分類につ

いても提唱されており、適宜比較検討し政

策に取り入れる方針である。(3) 

3. 希少がんの診療実態について

診療の質とは“個人/集団への医療サービ

スが望ましいアウトカムの確率を高め、専

門的知識と一致している程度”と定義され

ており、(4)その診療の質を測定するために

26

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



標準化されエビデンスに基づいて開発され

た指標が QI とされる。QI を測定する目的

として、医療提供者側の説明責任と透明性・

測定による自発的改善・施設や地域ごとの

診療の質の比較可能性などが挙げられるが、

希少がん診療においてはエビデンスに基づ

く医療とその臨床における実践との格差（E

vidence-Practice Gap）の測定が主たる目

的となりうる。 

 EURACAN による体制整備に伴い、肉腫診療

において欧州では診療の質の改善と共に生

存率の改善が報告されている。そして診療

の質の改善とアウトカムとの関連を示し、

がん対策の向上に資するには QI 測定が必

要であると指摘されている。(5)このような

背景をもとに、日本における希少がん診療

の実態を把握するための QI の開発および

測定の研究はまず症例数が比較的多く診療

の質の差異も大きい肉腫診療に導入するこ

とを検討している。 

 院内がん登録の匿名化された個票に診療

報酬明細を紐づけた QI 研究データベース

および現況報告書をデータソースとする。Q

I を開発するための手順として①肉腫診療

の QI に関連する先行研究およびガイドラ

インを系統的レビューによる収集を行う、

②骨軟部腫瘍科などの専門家に QI の候補

を設定する、③日本サルコーマ治療研究学

会の構成員による合意で QI の制定を行う、

となる。QIの開発を報告したのちに、がん

診療連携拠点病院等における肉腫診療の QI

測定を行い、最終的には国のがん対策への

提言とつなげることを目標とする。 

4. おわりに 

 院内がん登録を活用し、希少がん診療に

おいて診療の質の改善に資するための QI

の開発・導入可能性について概説した。 

 院内がん登録の高精度な情報を活用する

ことで、日本における希少がん診療改善を

一層追求する所存である。また、日々がん登

録の実務に携わり、ご尽力いただいている

皆さまのご支援とご協力に、心より感謝申

し上げる。 
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院内がん登録情報を用いた大規模病院疫学

研究 

松尾恵太郎 

愛知県がんセンター がん予防研究分野・バイオバンク部

門 

1. はじめに 

 わが国では「がん対策基本法」や「がん

登録等の推進に関する法律」に基づき、地

域がん登録や全国がん登録が整備されてき

た。これらは、がん罹患や死亡の動向を把

握するための不可欠な基盤であると同時

に、医療の質向上やがん対策立案に不可欠

なデータ源である。その中で「院内がん登

録」は、各病院の診断・治療・予後情報を

網羅的に収集する仕組みであり、疫学研究

の現場にとっても極めて重要な役割を担っ

てきた。愛知県がんセンターでは、1988

年より病院疫学研究（HERPACC: Hospital-

based Epidemiologic Research Program 

at Aichi Cancer Center）を実施し、25

年間で約 13万人を対象とする大規模調査

を行った。本稿では、院内がん登録情報を

活用した HERPACCの成果とその発展、さら

に現行制度下での課題と今後の展望につい

て述べる。 

2. HERPACCの概要と研究成果 

 HERPACCは、初診患者全員を対象に質問

票調査と採血を行い、生活習慣・既往歴・

家族歴などの疫学情報に加え、血液試料を

用いた遺伝子解析を実施してきた。研究の

アプローチは以下の三本柱に整理できる。 

1. 症例対照研究：非がん患者を対照

とした比較により、罹患リスク因

子を探索。 

2. コホート研究：診断後の経過を追

跡し、予後因子を検討。 

3. 横断研究：非がん患者を対象に生

活習慣や背景因子の関連を解析。 

この仕組みによって、「がん患者か否か」

の判定は院内がん登録情報に依拠し、極め

て高精度なデータベースが構築された。成

果としては、ALDH2遺伝型と飲酒による食

道がんリスクの違い（Carcinogenesis 

2001）、胃がんリスクにおけるピロリ菌と

DNA修復遺伝子変異の交互作用（NEJM 

2023）など、遺伝要因と環境要因の相互作

用に関する数多くの知見が得られている。

また、葉酸摂取と頭頸部がん予後の改善、

食道がん予後における喫煙歴と治療法の相

互作用など、予後研究においても院内がん

登録と HERPACCの融合が威力を発揮した。 

3. 国際共同研究への展開 

 HERPACCの成果は、乳がん、卵巣がん、

肺がん、頭頸部がんなどの国際コンソーシ

アムに参加することでさらに発展した。多

数の Nature Geneticsや Nature 

Communications、JCO、Annals of 

Oncologyといった主要誌に成果を報告

し、遺伝子・生活習慣要因の国際比較やサ

ブタイプ別解析に大きく貢献してきた。こ

れらの国際共同研究では、数万人規模の症

例を持ち寄り、個別データを調和（ハーモ

ナイズ）した解析を行うことにより、高い

精度での因果推論やリスク推定が可能とな

った。愛知県がんセンターのデータは、そ
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の独自性と規模の大きさから、国際的にも

重要な役割を果たしている。 

4. CBBAの設立と新展開 

 2017年には、HERPACCの経験を基盤に

「キャンサーバイオバンク愛知（CBBA）」

を設立した。CBBAは HERPACCと同様に初

診患者を対象とし、質問票と血液提供を依

頼しており、2024年度末までに約 25,000

名の参加者を集積予定である。そのうち約

3割程度が非がん症例である。 

CBBAは遺伝子・オミクス研究の基盤であ

ると同時に、院内がん登録と連携すること

で予後情報の把握も試みている。しかし、

現行のがん登録法の規定により予後情報の

国外提供は認められておらず、国際共同研

究における利用は困難である。この点が、

今後の大きな課題となっている。 

5. がん登録法と研究利用の課題 

 2016年に施行された「がん登録等の推

進に関する法律」は、全国規模で標準化さ

れたがん登録を実現し、罹患・生存・死亡

情報の精度を飛躍的に高めた。一方で、研

究利用については以下の制約が存在する。 

• 院内がん登録の予後情報は国内利

用に限定され、国外提供が禁止さ

れている。 

• 国際共同研究における予後因子解

析が事実上困難。 

• 結果として、日本の疫学研究の国

際的プレゼンスが低下する懸念。 

このように、がん登録が「がん対策のため

のインフラ」としての使命を果たしながら

も、研究面では必ずしも推進的に機能して

いない側面がある。 

6. まとめと展望 

 HERPACCをはじめとする大規模病院疫学

研究は、院内がん登録と緊密に連携するこ

とで、遺伝子と環境要因の相互作用、がん

予後の多様な因子に関する貴重な知見を生

み出してきた。その成果は国際共同研究を

通じて世界に発信され、日本発のがん疫学

の重要な柱となっている。今後は、がん登

録法の趣旨を尊重しつつも、国際共同研究

への貢献を可能とする柔軟な制度設計が必

要である。特に予後情報の研究利用に関す

る規制のあり方を再検討し、日本のがん研

究が国際的に埋没することなく、むしろリ

ードする立場を維持できるよう改善が望ま

れる。がん登録は、単なる行政データでは

なく、未来のがん予防・治療・サバイバー

シップに直結する「知のインフラ」であ

る。その活用と制度的課題の克服が、次世

代のがん研究において大きな鍵となるであ

ろう。 
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がん登録データを活用するための 

リモート解析の実現可能性と課題 

 

梅沢 淳 

国立がん研究センターがん対策研究所 

 

1. はじめに 

 リモートアクセスを介したデータ解析

（以下、リモート解析）は、すでに多くの医

学・疫学研究でも成果を挙げており、様々な

法律やルール、あるいは空間的な制約を受

けるがん登録データのさらなる利活用にお

いても期待が高まっている。本稿ではリモ

ート解析の概要、国内外での先行事例、国立

がん研究センターでの新たな取り組みなど

を紹介しつつ、がん登録における実現可能

性と課題について整理したい。 

2. リモート解析とは 

これまでリモート解析について一般化さ

れた定義はなく、便宜上「VPN（Virtual 

Private Network）、リモートデスクトップ

といったリモートアクセス技術により、遠

隔地にあるデータや解析資源をあたかも手

元にあるかのように利用し、解析すること」

と定義した。特に目新しい技術ではなく、近

年ではコロナ禍におけるリモートワークの

導入により普及が進み、同じく研究での利

用も促進されているように見受けられる。 

国内で運用中のリモート解析用の基盤に

は、NDB の Visiting 環境にあたる HIC 

（Healthcare Intelligence Cloud）や、ACC

（Asia Cohort Consortium）のリモート解

析基盤等がある。データはそれぞれ、クラウ

ド上に構築された安全なプラットフォーム

上と、国立がん研究センター内で厳重に管

理されているオンプレミスサーバーから外

部へ持ち出されることなく、ユーザーは

様々な場所から PC一台でアクセスし、より

柔軟で探索的な解析が行える。 

一方、連合学習（Federated Learning）は

スマホ等の予測変換や医療 AI 等での利用

が拡大している技術である。データを所在

地から動かさず、解析プログラムと結果・パ

ラメータのみをやり取りすることができる

リモート解析手法の一つであり、がん登録

の分野でも RARECARE net Asiaでの取り組

みが進んでいる。探索的な解析には不向き

ではあるが、十分に標準化されたデータに

対して国境をまたいで網羅的に解析するこ

とには長けている手法と言える。 

3. リモート解析環境構築の試み 

2023 年 10 月の「全国がん登録及び院内

がん登録に係る 課題と対応方針 中間とり

まとめ」にて、CD-ROM等の媒体の郵送に変

わる、安全かつ利便性の高い匿名化された

がん情報の提供方法として、リモートアク

セス等を活用した情報提供体制の整備につ

いて調査研究事業において検討を進めるべ

きと記載されたことを受け、当センターで

はその試験環境の構築等含め検討を進めて

いる。ユーザーの手元にある PCよりクラウ

図 1 試験用リモート解析システム 
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ド上の閉鎖 NWへの VPN接続と、仮想解析用

端末へのリモートデスクトップ接続を行い、

配置されたデータおよび統計ソフト等を用

いて自由な解析を行える（Fig.1）。 

現行は試験用の簡素な構成であり、がん

登録の安全管理基準を満たせるものではな

いものの、これまでのサンプルデータを用

いた少人数による模擬解析において特に大

きな課題は見つかっておらず、技術的には

十分実用に耐えうるものとの見通しである。 

4. 課題と展望 

実際に多くのユーザーに利用いただくた

めには、第一にルールの整理、第二に限られ

たリソースの中でどのくらいの規模や自由

度を目指すかという指針作りが最優先課題

である。加えて、運用事務的な負荷や導入・

運用コスト、また年々被害が増えているサ

イバー攻撃に対する対策も十分に検討し、

備える必要もある。さらに、登録実務やデー

タ利用申請とその承認に係るフローとも足

並みを揃えて、多次元的な検討（Fig.2）で

最適解を見極めつつ、制度全体でのボトル

ネックの解消や最適化を図るべきである。 

その第一歩として、まずはがん登録情報

のアクセスポリシー（Table.1）の整理と、

制度やシステム設計への落とし込みが可能

な人材の確保や WGの設立を提案したい。シ

ステム内部や外部連携部分をシンプルに構

成すること、個人や組織の認証技術と適切

な権限管理を行い証跡も残すこと、連合学

習など別の技術との使い分けること等も有

用であると考えている。今後もできること、

できないことを見極めながら、攻守兼ね備

えた持続可能なデータ利活用基盤の構築、

運用を通じて、様々ながん対策が実現する

ことにエンジニアとして貢献したい。 

表 1 がん登録情報アクセスポリシーのイメージ 

図 2 多次元的な検討が必要であることを表す 

   イメージ図 
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山形県A拠点病院の胃がん登録数はなぜ減少し

たのか  

 

柴田 亜希子 

山形県立中央病院がん・生活習慣病センター 

 

1. はじめに 

令和6年度山形県がん診療連携拠点病院がん登録部会

のデータ（2022年診断分）報告において、山形県A医療

圏のA拠点病院の2022年の胃がん登録数が前年比で約80％

に減少、直近5年連続で減少傾向であることが分かった。

A病院は、その原因として、診療所からの紹介の減少を

挙げた。では、なぜ診療所からA病院への胃がん患者の

紹介が減少したのか。本研究では、特定の地域、病院、

癌種の増減に関わるデータについて、因果ダイアグラム

を用いて因果関係を整理し、地域のがん対策の方向性の

検討に寄与する。また、地域のがん対策に係る既存のが

ん資料の有用な点と不足な点を明らかにする。 

2. 方法 

まず、診療所から病院への胃がん患者の紹介の減

少に関連する因果ダイアグラムを図１の通り整理し

た。次に、図１の因果ダイアグラムを説明する資料

を表１の通り準備した。 

 

 

 

 

 

山形県では市町村別のがん罹患数が非公開情報のため、

匿名化が行われた山形県がん登録情報の利用申請を行な

い、提供承認を受け、独自に作成・加工した。 

年齢階級は、院内がん登録全国集計に従い、0−14歳、

15−39歳、40−64歳、65−74歳、75−84歳、85歳以上の６階級と

した。A病院の胃がん登録件数の減少について、線形ロジ

スティックモデルを用いて統計学的に分析した。

（StataNow/BE 18.5/StataCorp） 

3. 結果 

まず、山形県のがん診療連携拠点病院6病院の全が

んの登録件数の推移を確認した。全病院が横ばいか

微増で、A病院は微増していた（データ非表示）。次

に全がんに占める胃がんの登録件数の推移を図2に示

す。全がんに占める胃がん登録件数は、2013年から

2022年までの10年間で、全拠点病院で減少傾向だった。

A病院の胃がん登録件数の減少の傾きは他より大きく

見えるが、統計学的に有意な減少ではなかった（偏

回帰係数 = -0.09 (95%信頼区間 -0.68, 0.50)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、図1のダイアグラムで、院内がん登録の胃が

んの登録件数の減少の直接的な原因となりうる胃が

んの罹患数・率を医療圏別に観察した。がん診療連

携拠点病院は原則一医療圏一病院の指定であるが、

最大人口の医療圏のみ3病院が指定されている。図3-

Aに2011年から2020年の罹患数を、図3-Bに2013年から

2020年の胃がんの罹患率を示した。全医療圏で、罹

患数は緩やかな減少傾向、罹患率は横ばい又はごく

緩やかな減少傾向を示し、A医療圏での突出した減少

は見られなかった。特にA医療圏の胃がん罹患率は他

と比べて高いままだった。 

 

 

表 1 資料 

図 2 全がんに占める胃がん登録件数の割合 

（点線がA拠点病院） 

図 1 特定の医療圏の胃がんの登録数の減少の因果ダイア

グラムの検討 
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図1の因果ダイアグラムで最も上流に想定した人口

の増減について評価した。医療圏ごとの人口規模の大

小が大きいため、2013年人口を1とした場合の翌年以

降の人口比を観察した。2013-2022年の10年間で、全医

療圏で人口は減少し続けていた。2013年人口に対する

2022年人口比は、最も大きく減少していた医療圏で

0.84、A医療圏のそれは0.9だった（図は非表示）。

2013年から2022年のA医療圏の人口の推移を年齢階級別

に観察した（図4）。85歳以上と65-74歳台の人口は増

加、それ以外は減少傾向だった。ただし、団塊の世代

効果で、2021年を境に65−74歳の人口は減少、75-84歳

の人口は増加に転じていた。 

図5に、2013年を1とした場合の翌年以降の一般診

療所件数の比の推移を医療圏別に示した。A医療圏

と、さらに人口減少の大きい医療圏では一般診療所

が急激に減少していた。 

最後に、2013年から2022年のA医療圏の胃がん検診

の精度を確認した。市町村が設定する40歳以上の対

象に対する受診率は、2013年の29.7%から2022年の

22.5%に、精密検査受診率はそれぞれ83.9%から78.5%

に、一様に減少傾向だった（図は非表示）。 

4．考察 

本研究によって、山形県A医療圏のA拠点病院の胃 

がんの登録数の減少傾向の原因が診療所からの紹介

の減少であるならば、その背景にはA医療圏の一般診

療所件数の減少、さらにその背景には人口減少があ

ると推察された。また、胃がんの住民検診の受診率

や精密検査受診率も減少しており、A拠点病院への診

療所からの紹介の減少と関わると思われた。胃がん

検診の受診率や精密検査受診率の減少は、人口の減

少では説明できないので、県としては別の問題が提

起された。 

5. 結語

罹患率だけでは気づけない地域のがん対策にかかる問

題が隠れており、既存の公表統計を組み合わせるだけ

で見えてくる場合がある。今後、院内がん登録全国集

計情報と全国がん登録情報の集計情報の公表範囲が広

がれば、統計の組み合わせパタンが多くなり、地域の

がん対策のための観察・状況判断を、より確からしい

ものにできると考える。 

図 3 胃がん罹患数・率、医療圏別 

(A: 罹患数、2011年を1とした場合、B：罹患率、2015年は比較可能な人

口が欠損、点線がA医療圏） 

図 4 A医療圏人口、年齢階級別 

（2013年人口を1とした場合の翌年以降の人口の比、2015年は比較可能な統計が欠

損、点線がA医療圏） 

図 5 一般診療所件数、医療圏別 

（2013年を1とした場合の翌年以降の件数の比、点線がA医療圏） 
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BI ツール活用による自治体のがん対策データ

利活用の新展開 

原將太 1 長本敬幸 1 佐々木和美 2 髙﨑光浩 3 

佐賀県がん撲滅特別対策室１

佐賀大学医学部附属病院がんセンター２

佐賀大学理工学部３

1. はじめに

がん対策において、データ利活用は不可

欠である。また、自治体においては県民への

情報公開が推奨されていることから効率的

に情報公開ができる仕組みが必要である。

これまでがん関連データの利活用において

は、Excelで表計算だけでなく視覚化や基本

的な分析を行っていたが、同じデータでも

用途が異なる Excel ファイルが多数保管さ

れている現状であった。これら大量のデー

タをリアルタイムで素早く集計、分析、アウ

トプットできる機能が必要と考え、BIツー

ル（Microsoft Power BI）を導入した。

2. BI ツール導入の取り組み

導入にあたっては、佐賀大学で操作マニ

ュアル、データの取り込みからレポートの

作成までの事例を作成している。例えば罹

患率を示す場合、佐賀県と全国値を合わせ

て表示することは多くの県で行われている

が、e-Statの関連データを取り込んでおく

ことで、佐賀県と特性（人口構成とか）が似

た他県と比較するなど、新たな視点での比

較可能となっている。取り組んだ事例の中

から佐賀県のがん情報サイト「がんポータ

ルさが」で公開することで、効率的な県民へ

の情報提供を行っている。 

3. 今後の展望と課題

罹患率や地域ごとの傾向を視覚的に把握

しやすくなっていることから、初めてがん

対策担当となった場合でも専門知識への抵

抗が軽減され業務に取り組めると推測する。

今後もデータが BI ツールに蓄積されるこ

とで経年変化の分析を通じて、施策の効果

を明確に評価できると考察するが、新規デ

ータや取り込むデータの形式や定義が変更

となった場合の対応は自治体担当者では困

難であるため、今後も大学と連携しつつ、組

織内での BIツール活用を促進し、職員の分

析スキル向上に取り組みたい。 

4. まとめ

BIツールの導入により、データの可視化

と分析が容易になり、新たな視点を得る可

能性が広がった。がん対策のように長期的

なデータ蓄積が求められる分野では、BIツ

ールの活用が特に有効である。（COI（無）） 

34

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



35

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



36

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



37

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



38

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



39

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



40

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



41

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



42

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



43

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



44

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



45

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



46

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



47

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



48

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



P2-03

49

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



50

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



51

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



52

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



53

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



54

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



55

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



56

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



57

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



58

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



59

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



60

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



61

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



62

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



63

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



64

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



65

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



66

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



67

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



68

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



69

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



70

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



71

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



72

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



73

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



74

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



75

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



76

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



77

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



78

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



79

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



80

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録



81

JACR Monograph No.31 
第2部：第34回学術集会記録





　　付録

ＪＡＣＲ活動資料





日本のがん登録をめぐる足跡 

1951 年 ・わが国初の地域がん登録が宮城県内で開始

1954 年 ・日本で初めて地域がん罹患率が報告される

1957 年~58 年 ・広島市（1957 年）と長崎市（1958 年）の医師会が

原爆傷害調査委員会（現、公益財団法人放射線影響研究所）の協力を得て腫瘍登録を

開始 

1962 年 ・大阪府と愛知県で地域がん登録が開始

1970 年代 ・神奈川県（1970 年）、鳥取県（1971 年）、北海道（1972 年）、高知県（1973

年）、 山形県（1974 年）、千葉県（1975 年）で地域がん登録が開始 

1975 年 ・厚生労働省の支援を受けて地域がん登録研究班が発足

1979 年 ・国の第 4 次悪性新生物実態調査で初めて地域のがん 3 年生存率が公表される（13 道府

県） 

1983 年 ・老人保健法公布に伴う、国庫補助の開始

（それまで 14 道府県で実施されていた地域がん登録制度が多くの自治体に急速に広がる） 

1984 年 ・第 8 回国際がん登録学会が福岡市で開催される

1989 年 ・国の第 5 次悪性新生物実態調査に 1 道 1 府 14 県 2 市のがん登録が参加

1992 年 ・地域がん登録全国協議会（JACR）が大阪で発足

1995 年 ・JACR モノグラフが創刊される（以後年 1 回刊行）

1996 年 ・地域がん登録研究班が「がん登録個人情報保護」ガイドラインを発表

1998 年 ・補助金の一般財源化がん登録は、都道府県の自主性に委ねられる

2002 年８月 ・健康増進法公布 がん登録を国及び地方公共団体の努力義務と規定

2004 年 4 月 ・第 3 次対がん 10 か年総合戦略が始まる。「がん予防対策のためのがん罹患・死亡動向の実

態 握の研究」班（祖父江班長）による 15 府県に対しての支援体制が開始 

2005 年 9 月 ・JACR が「地域がん登録における機密保持に関するガイドライン」を刊行する（大島明理事

長） 

2006 年 6 月 ・がん対策基本法公布

2006 年 10 月 ・国立がんセンターがん対策情報センターがん情報・統計部地域がん登録室の開設

2007 年 4 月 ・がん対策推進協議会が発足 がん対策推進基本計画が公表される

・ がん対策基本法の理念に基づきがん診療連携拠点病院の指定が開始

（これによりがん罹患の届出件数が全国的に急増する） 

2010 年１月 ・JACR が NPO 法人となる

2010 年 10 月 ・第 32 回国際がん登録学会（横浜市）を、国立がん研究センターと JACR が共催する



2012 年 ・がん対策推進協議会にて次期がん対策推進基本計画が策定され、がん登録の更なる推進が

明記される 

・JACR ががん登録の法制化を要望する意見書を厚労大臣らへ提出

・宮崎県と東京都を最後に、全国 47 都道府県で地域がん登録事業が実施される体制に

・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 1０巻に、 宮城、

新潟、福井、愛知、大阪、広島、佐賀、長崎のデータが掲載。宮城は、 第 1 刊から連続 10

回の掲載となる。 

2013 年 ・「がん登録推進法」が成立（12 月 6 日）

2015 年 ・ JACR が安全管理措置モニタリング事業を開始

2016 年 1 月 ・「がん登録推進法」が施行。地域がん登録は国の事業となる。

2016 年 ６月 ・地域がん登録全国協議会は日本がん登録協議会と改名。

2016 年 9 月 ・JACR が朝日がん大賞を受賞

2016 年 10 月 ・JACR は国立がんセンターからの受託業務として、都道府県のがん中央登録室・職員を対象と

した安全管理措置モニタリング事業を開始 

2017 年６月 ・全国がん患者連合会と JACR が J-CIP プロジェクト協定書を締結

2018 年 1 月 ・日本からは宮城、秋田、山形、栃木、群馬、茨城、神奈川、新潟、福井、山梨、愛知、大

阪、兵庫、広島、愛媛、佐賀の16府県が参加した、CONCORD-3の結果の論文がLANCET

に掲載 

2018 年 11 月 ・JACR が認定 NPO 法人となる

2019 年 1 月 ・がん登録推進法に基づく初めての集計値が厚労省から公表される

2023 年 10 月  ・国際がん研究機関（IARC、リヨン）が発刊する、「5 大陸のがん罹患」第 12 巻に、青森、

 宮城、秋田、群馬、愛知、大阪、広島、全日本のデータが掲載。がん登録推進法施行以来 

 初めての全国がん登録情報を含む海外共同研究。 



JACR の状況（２０２６年 2月１日時点） 

■団体正会員（都道府県等）：47 都道府県1市

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、 

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県、山梨県、 

長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根

県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮

崎県、鹿児島県、沖縄県、広島市 

■団体正会員（病院等関連団体等）：11 団体

大阪医科薬科大学医療統計学研究室、 大阪医科薬科大学病院、 桐生厚生総合病院、 群馬県立がんセンタ

ー、 高崎総合医療センター、琉球大学病院がんセンター、群馬大学医学部附属病院、愛媛県がん診療連携協議会

がん登録専門部会、愛知県がんセンター、岡山医療センター、広島市民病院 

■個人正会員（31 名）

岡本 直幸、 猿木 和久、 田中 英夫（他 28 名） 

■団体賛助会員（24 団体）

（公社）日本医師会（4口） 

アフラック生命保険（株）（3口）

味の素（株）、（一社）全日本コーヒー協会、（株）レナテック、（公社）日本歯科医師会、 三井住友海上あいお

い生命（株）、富士フイルムメディカル（株）、（株）ファーマインターナショナル、（公社）日本薬剤師会（2口） 

アストラゼネカ（株）、 (一社)群馬県病院協会、（株）キャンサースキャン、サイニクス（株）、（公社）全国自治体

病院協議会、大鵬薬品工業（株）、第一三共（株）、武田薬品工業（株）、東京海上日動あんしん生命保険

（株）、 東京海上日動火災保険（株）、ファイザー（株）、 メルクバイオファーマ（株）、 MSD（株）、（公

財）日本対がん協会（1口） 

■個人賛助会員（4名）

戸井田 睦美（他３名） 



 

 

 

 

■役員（役職別 50 音順） 

理事長 西野 善一 金沢医科大学 

副理事長 大木 いずみ 埼玉県立大学 

宮代 勲 大阪国際がんセンター 

理事 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

伊藤 ゆり 大阪医科薬科大学 

片山 佳代子 群馬大学 

金村 政輝 宮城県立がんセンター研究所 

猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

中林 愛恵 島根大学 

増田 昌人 琉球大学病院がんセンター 

松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

監事 茂木 文孝 （公財）群馬県健康づくり財団 

顧問 

 

岡本 直幸 株式会社レナテック 

田中 英夫 大阪府寝屋川市保健所 

鶴田 憲一 衛生部長会名誉会長 

 

■各種委員会（役職別 50 音順） 

学術委員会 宮代 勲 委員長 / 副理事長  大阪国際がんセンター 

寺本 典弘 理事 四国がんセンター 

梶原 麻里 専門委員 London School of Hygiene 

and Tropical Medicine 田口 健一  九州がんセンター 

森島 敏隆  大阪国際がんセンター 

八木 麻未  和歌山県立医科大学 

安全管理委員会 金村 政輝 委員長 / 理事 宮城県立がんセンター研究所 

西野 善一 理事長 金沢医科大学 

大木 いずみ 副理事長 

 

埼玉県立大学 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

茂木 文孝 監事 （公財）群馬県健康づくり財団 

森島 敏隆 専門委員 大阪国際がんセンター 

広報委員会 松坂 方士 委員長 / 理事 弘前大学医学部附属病院 

片山 佳代子 理事 

 

群馬大学 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

尾瀬 功 専門委員 愛知県がんセンター研究所 

阪口 昌彦 高知大学 

田中 里奈 

 

 

弘前大学医学部附属病院 

 渡邊 要 神奈川県立保健福祉大学 



 

 

教育研修委員会 伊藤 秀美 委員長 / 理事 愛知県がんセンター研究所 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

金村 政輝 理事 

 

宮城県立がんセンター 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

大塚 理可 専門委員 岡山大学病院 

小田 崇志 （公財）放射線影響研究所 

海崎 泰治 福井県立病院 

小塚 祐司 三重大学医学部附属病院 

佐藤 雅子 秋田県総合保健事業団 

田中 里奈 弘前大学医学附属病院 

松本 吉史 大阪医科薬科大学病院 

山口 千春 千葉医療センター 

国際交流委員会 杉山 裕美 委員長 / 理事 （公財）放射線影響研究所 

伊藤 ゆり 理事 大阪医科薬科大学 

松坂 方士  弘前大学医学部附属病院 

梶原 麻里 専門委員 London School of Hygiene 

and Tropical Medicine 中田 佳世 大阪国際がんセンター 

西尾 麻里沙 大阪医科薬科大学 

J-CIP 委員会 伊藤 ゆり 委員長 / 理事 大阪医科薬科大学 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 群馬大学 

猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

杉山 裕美 （公財）放射線影響研究所 

寺本 典弘 四国がんセンター 

増田 昌人 琉球大学病院がんセンター 

阪口 昌彦 専門委員 高知大学 

基盤整備委員会 

 

西野 善一 委員長 / 理事長 金沢医科大学 

大木 いずみ 副理事長 埼玉県立大学 

伊藤 秀美 理事 愛知県がんセンター研究所 

片山 佳代子 群馬大学 

猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

阪口 昌彦 専門委員 高知大学 

データ利活用推進委員会 片山 佳代子 委員長 / 理事 群馬大学 

金村 政輝 理事 宮城県立がんセンター 

 猿木 信裕 群馬県衛生環境研究所 

上田 豊 専門委員 和歌山県立医科大学 

阪口 昌彦 高知大学 

八木 麻未 和歌山県立医科大学 

 平林 由香 その他 株式会社 HILA 



 

 

 

 

表彰制度 

 

（1）藤本伊三郎記念がん登録学術奨励賞 

2012 年度から 2021 年まで設けられた表彰制度「日本がん登録学術奨励賞」を引継ぎ、「藤本伊三郎賞」（2021 年

終了）とは別の表彰制度として 2022 年（受賞年：令和 3 年度）から実施する。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 5 年 第３回 ― ― 

令和 4 年 第 2 回 中林 愛恵 島根大学医学部附属病院 

令和３年 第１回 ― ― 

 

（2）学術奨励賞 

がん記述疫学の研究分野で優れた研究業績のある 50 歳以下の研究者を対象とする。（2022 年から藤本伊三郎記

念がん登録学術奨励賞に統合） 

 受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 回 受賞者 所属※ 

令和 2 年 第 10 回 森島 敏隆 大阪国際がんセンター 

令和 元年 第 9 回 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

平成 30 年 第 8 回 ― ― 

平成 29 年 第 7 回 伊藤 秀美 愛知県がんセンター研究所 

中田 佳世 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 第６回 田淵 貴大 大阪国際がんセンター 

平成 27 年 第 5 回 ― ― 

平成 26 年 第４回 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

平成 25 年 第３回 片野田 耕太 国立がん研究センター 

平成 24 年 第２回 杉山 裕美 放射線影響研究所 

平成 23 年 第１回 松田 智大 国立がん研究センター 

 

（3）藤本伊三郎賞 

国際がん登録学会など、JACR が指定する国際学会において、がん記述疫学・がん対策の研究分野で優秀な研究発表

を行った 45 歳以下の者を対象とする。 （2021 年終了） 

これまでの受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 2 年 ― ― 



 

 

令和元年 碓井 喜明 愛知県がんセンター 

中田 佳世 大阪国際がんセンターがん対策センター 

平成 30 年 ― ― 

平成 29 年 田中 里奈 弘前大学大学院医学研究科 

福井 敬祐 大阪国際がんセンター 

平成 28 年 松坂 方士 弘前大学医学部附属病院 

中川 弘子 愛知県がんセンター研究所 

平成 27 年 堀 芽久美 国立がん研究センター 

平成 26 年 伊藤 ゆり 大阪府立成人病センター 

松坂 方士 弘前大学大学院医学研究科 

 

（4）がん登録実務功労者表彰 

全国（地域）・院内がん登録の実務経験が 3 年以上あり、全国（地域）・院内がん登録で功績をあげた者、今後の

活躍が期待できる者、データ活用、がん対策に貢献した者を対象とする。 

受賞者歴（敬称略） 

※所属は受賞当時    *院内がん登録表彰 

受賞年 受賞者 所属※ 

令和 6 年 

 

長野 直美* 高崎総合医療センター 

 川﨑 由実* 

 

聖隷浜松病院 

 堤 ともゑ* 藤田医科大学岡崎医療センター 

東郷 えりみ* トヨタ記念病院 

鳥居 智美* 地域医療機能推進機構中京病院 

坂 利香* 日本赤十字社愛知医療センター名古屋第一病院 

芹沢 和恵 栃木県がん登録室 

生出 義美 栃木県がん登録室 

高橋 直子 千葉県がん登録室 

板生 春美 愛知県がん登録室 

花原 聡 大阪府がん登録室 

小田 崇志 広島県がん登録室 

柿本 智子 広島県がん登録室 

篠原 裕子 長崎県がん登録室 

令和 5 年 加村 菜月* 島根県立中央病院 

佐々木 夏美* 浜田医療センター 

名原 陽子* 松江市立病院 

引野 美貴子* 松江赤十字病院 

三上 節子 放射線影響研究所 

令和 4 年 泉 礼典* 青森労災病院 

田澤 百合子* 青森県立中央病院 

田中 志依* むつ総合病院 

相馬 郁子* 三沢市立三沢病院 

坪 浩史* 国保黒岩病院 



臼井 由美子 千葉県がんセンター研究所 

宮下 佳也子 東京都福祉保健局 

梅田 弘美 岐阜県総合医療センター 

野崎 彩乃 公益財団法人放射線影響研究所 

水藤 薫 公益財団法人放射線影響研究所 

令和 3 年 柿﨑 裕則 東京都福祉保健局 

赤羽 昌昭 長野県がん登録室 

岩下 由布子 長野県がん登録室 

松原 真紀 長野県がん登録室 

西村 幸恵 愛知県健康福祉部 

久馬 麻希 大阪国際がんセンター 

佐々 美佐紀 公益財団法人放射線影響研究所 

葛西 憲子* 弘前大学医学部附属病院 

三國 裕子* 青森県立中央病院 

鈴木 信行* 日本赤十字社愛知医療センター 

長谷川 篤美* 小牧市民病院 

原 加奈子* 大阪国際がんセンター 

舩越 美華* 鳥取大学医学部医事課 

令和 2 年 下田 友美 栃木県立がんセンター 

古内 佳帆里 栃木県立がんセンター 

古川 佳美 千葉県立がんセンター研究所 

今井 香織 神奈川県立がんセンター臨床研究所 

伊藤 沙織 公益財団法人放射線影響研究所 

紺田 真微 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 智佳 長崎県がん登録室 

亀山 晃恵* 群馬県立がんセンターがん登録室 

越智 恵* 住友別子病院 

田村 純子* 松山赤十字病院 

矢野 幸子* 済生会今治病院 

山田 恵子* 元・市立宇和島病院 

菊地 康子** 栃木県立がんセンター 

令和元年 米山 晶子 山梨県がん登録室 

林 美希子 公益財団法人放射線影響研究所 

齊藤 真美** 国立病院機構北海道がんセンター 

平成 30 年 河内 加代 群馬県健康づくり財団がん登録室 

平岩 愛 愛知県がん登録室 

森脇 宏子 公益財団法人放射線影響研究所 

野口 真理 高知大学医学部附属病院 

林田 正信 長崎県がん登録室 

伊佐 奈々* 琉球大学医学部附属病院 

平成 29 年 上村 吉作 東京都がん登録室 

髙橋 志保子 千葉県がんセンター 



 

 

小井手 佳代子 愛知県がんセンター研究所 

原上 沙織 放射線影響研究所 

安倍 由香里 大分県福祉保健部 

梅本 礼子* 山陽女子短期大学 

中林 愛恵 島根大学医学部附属病院 

平成 28 年 池田 映子 岩手県医師会成人病登録室 

原田 桃子 秋田県総合保健事業団 

只野 恭子 栃木県立がんセンター 

江口 高子 千葉県がんセンター研究所 

船戸 静子 千葉県がんセンター研究所 

伊藤 桂 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

西森 京子 四国がんセンター 

平成 27 年 川村 麻美 弘前大学医学部附属病院 

稲田 潤子 千葉県がんセンター研究所 

高峰 友紀子 千葉県がんセンター研究所 

石田 理恵 大阪府立成人病センター 

岡元 かおり 大阪府立成人病センター 

大塚 理可 岡山大学病院医事課（岡山県がん登録室） 

片山 康子 放射線影響研究所疫学部腫瘍組織登録室 

坂本 雅美 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

山口 智子 長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

平成 26 年 新藤 啓子 山梨県福祉保健部健康増進課 

平成 25 年 菅野 京子 一般社団法人岩手県医師会 

田中 直美  群馬県健康づくり財団 

小平 良子 岐阜県健康福祉部保健医療課 

河村 知江子 三重大学医学部附属病院 

砂本 三智夫 （公財）放射線影響研究所広島研究所 

永吉 明子  長崎県がん登録室（放射線影響研究所） 

西郡 典子  大分県福祉保健部健康対策課 

平成 24 年 佐藤 雅子 秋田県総合保健事業団 

鷹箸 淳子 栃木県立がんセンター 

山口 通代 愛知県健康対策課がん対策グループ 

中村 さおり （公財）放射線影響研究所広島研究所 

 

（5）都道府県がん登録実務功労賞 

各県のがん登録室を対象とする。Gold は CONCORD・CI5 参加府県、Silver は MCIJ A 基準を満たす県と、2 つの

基準を設けて都道府県のがん登録室の表彰を行う。令和 6 年度は 2 つの基準を設けず一律の表彰とした。 

令和 6 年度 

受賞県 青森県、宮城県、秋田県、群馬県、愛知県、大阪府、広島県 

平成 30 年度 



 

 

 

 

Gold 受賞県 ― 

 

 

Silver 受賞県 

北海道、青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県 

千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県 

愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県 

広島県、山口県、徳島県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県 

鹿児島県、沖縄県 

平成 29 年度 

Gold 受賞県 宮城県、秋田県、山形県、栃木県、群馬県、茨城県、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県 

愛知県、大阪府、兵庫県、広島県、愛媛県、佐賀県 

Silver 受賞県 北海道、青森県、宮城県、埼玉県、静岡県、長野県、岐阜県、石川県、滋賀県、三重県 

奈良県、和歌山県、島根県、鳥取県、岡山県、山口県、香川県、徳島県、高知県、福岡県 

長崎県、大分県、熊本県、鹿児島県 

 



  

 

学術集会の開催履歴 

 

開催日 回 開催地 大会長 

平成 4 年 12 月 10 日 第 1 回 大阪市 藤本 伊三郎 

平成 5 年 10 月 8 日 第２回 仙台市 高野 昭 

平成 6 年 9 月 21 日 第３回 広島市 馬淵 清彦 

平成 7 年 9 月 21 日 第４回 山形市 佐藤 幸雄 

平成 8 年 9 月 20 日 第５回 長崎市 池田 高良 

平成 9 年 9 月 12 日 第６回 千葉市 村田 紀 

平成 10 年 9 月 4 日 第７回 名古屋市 田島 和雄 

平成 11 年 9 月 14 日 第８回 神戸市 石田 輝子 

平成 12 年 9 月 14 日 第９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 13 年 9 月 14 日 第１０回 大阪市 大島 明 

平成 14 年 9 月 13 日 第１１回 米子市 岸本 拓治 

平成 15 年 9 月 12 日 第１２回 福井市 藤田 学 

平成 16 年 9 月 2 日 第１３回 仙台市 辻 一郎 

平成 17 年 9 月 2 日 第１４回 東京都 祖父江 友孝 

平成 18 年 9 月 1 日 第１５回 山形市 松田 徹 

平成 19 年 9 月 7 日 第１６回 広島市 児玉 和紀 

平成 20 年 9 月 12 日 第１７回 長崎市 関根 一郎 

平成 21 年 9 月 4 日 第１８回 新潟市 小松原 秀一 

平成 22 年 10 月 15 日 第１９回 横浜市 岡本 直幸 

平成 23 年 9 月 15 日 第２０回 千葉市 三上 春夫 

平成 24 年 6 月 8 日 第２１回 高知市 安田 誠史 

平成 25 年 6 月 14 日 第２２回 秋田市 加藤 哲郎 

平成 26 年 6 月 13 日 第２３回 津市 中瀬 一則 

平成 27 年 6 月 11 日 第２４回 前橋市 猿木 信裕 

平成 28 年 6 月 3 日 第２５回 金沢市 西野 善一 

平成 29 年 6 月 9 日 第２６回 松山市 寺本 典弘 

平成 30 年 6 月 13 日 第２７回 那覇市 増田 昌人 

令和元年 6 月 19 日 第２８回 札幌市 高橋 將人 

令和２年 6 月 4 日 第２９回 宇都宮市（WEB 開催） 大木 いずみ 

令和 3 年 6 月 9 日 第３０回 東京都（WEB 開催） 田渕 健 

令和 4 年 6 月 2 日  第３１回 松本市（WEB 開催） 小泉 知展 



 

令和 5 年 6 月 8 日 第３２回 青森市 斎藤 博 

令和 6 年 6 月 13 日 第３３回 出雲市 田村 研治 

令和 7 年 6 月 5 日 第３４回 名古屋市 伊藤 秀美 

令和 8 年 6 月 11 日 第３５回（予定） 米子市 尾崎 米厚 

令和９年６月予定 第３６回（予定） 大阪市 宮代 勲 

 



主な刊行物 

（1） NEWSLETTER

No.1～ No.58（1997 年度～2025 年度）

年２回刊行

https://npo-jacr.jp/0_cms/?page_id=230 にて公開

（2） JACR Monograph

No.1～No.30（1994 年度～2024 年度）

（3） 私たちの地域がん登録

2012 年出版

（4） 地域がん登録の手引き 改訂第５版・詳細版

2013 年発行

（5） がん登録の手引き 改訂第 6 版

2018 年発行

（6） 地域がん登録における機密保持に関するガイドライン

2005 年 9 月発行

（7） 日本の住民ベースがん登録に基づく希少がんデータブック

2022 年 11 月発行

（8） トロント小児がん病期分類ガイドラインに基づく住民ベースのがん登録のための小児がん病期分類 第 2 版

2023 年 1 月発行



JACR モノグラフ 投稿規程  
2024 年 10 月 1 日修正版  

  

１．対象とする論文の学術領域  

JACR モノグラフは、以下に関する論文の投稿を歓迎します。  

① 全国がん登録や地域がん登録資料を活用したがんの記述疫学研究  

② 人口動態死亡情報等の政府統計資料を用いた、がんの記述疫学研究  

③ 院内がん登録資料を用いた病院のがん医療機能の評価に関する研究  

④ がん対策の企画、立案、モニタリング、評価に関する政策的研究  

⑤ がん登録事業の充実や、資料の利活用の促進を図るための法社会科学および情報科学的研究  

⑥ がん登録資料との記録照合の結果を用いたコーホート研究  

⑦ その他の国際協同研究を含めたがんの記述疫学的研究  

  

２．投稿受付期間  

当該年度に発行されるモノグラフの投稿受付期限は、同一年度の 9 月 30 日までとします。  

  

３．投稿論文の種類と原稿のスタイル  

(1) 原著  

1) タイトルページ ①タイトル、②著者名、③著者の所属施設、④Corresponding author 名とその連絡先（住所、電話

番号、FAX 番号、電子メール）、⑤論文の種類、⑥要旨と本文それぞれの文字数  

2) 要旨 800 字以内。構造化（目的、方法、結果、結論）が望ましい。  

3) 本文 「1．はじめに」、「2．方法」、「3．結果」、「4．考察」で構成するが、必要に応じ、2.(1),1)と、群小化して良い。

必要に応じ、謝辞を「4．考察」の後につける。謝辞を含め、6000 字以内とする（改訂稿についてはその限りで

ない）。 

4) 図表は、合計 8 つまでとする。引用文献は、30 編までとする。  

(2) 総説・提言  

1) タイトルページ 原著論文に同じ。  

2) 要旨 800 字以内。  

3) 本文 内容に応じ、適宜構造化を図る。謝辞を含め、8000 字以内とする。  

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、60 編までとする。  

(3) がん登録事業活動報告  
登録精度や即時性の向上などに関するユニークな取り組みとその効果評価、広報活動、実務担当者への教育研修活

動など、他県の取り組みの参考になると考えられる活動の紹介。  

1) タイトルページ 原著論文に同じ。  

2) 要旨 400 字以内。  

3) 本文 内容に応じ、適宜、構造化を図る。謝辞を含め、4000 字以内とする。  

4) 図表は合計 6 つまでとする。引用文献は、10 編までとする。  

 

４．投稿原稿の執筆要領  

(1) MS Word（ver.2021 以降）を使って日本語で作成する。数字及びアルファベットは原則として半角とする。  

(2) 数字は算用数字を用い、単位や符号は慣用のものを用いる。  

(3) 特殊な、あるいは特定分野のみで用いられている単位、符号、略号ならびに表現には簡単な説明を加える。  

(4) 異なる機関に属するものが共著である場合は、各所属機関に番号をつけて氏名欄の下に一括して示し、その番号を

対応する著者の氏名の右肩に記す。  



(5) 図、表および写真には図 1、表 1、および写真 1 などの番号をつけ本文とは別にまとめておく。表は表題とともに 1 枚

の用紙に 1 つとする（図、写真についても同じ）。図は凡例とともに原則としてそのまま掲載できる明瞭なものとする。

図表は、 Excel もしくは Power Point （どちらも ver.2010 以降）で作成する。写真は JPEG もしくは GIF データで提出

する。図、表、写真は、全て白黒印刷となるので、それを念頭に凡例などを作成すること。なお、Supplementary 

Information として、電子的補助資料（図、写真、表）を添付することができる。Supplementary Information は JACR の

会員用 Web ページにて公表する。  

(6) 引用文献の後に、英文 Summary を掲載することができる。採択された論文の英文 Summary は、図表とともに JACR 

のホームページに掲載される場合があることを承諾することが、英文 Summary を JACR モノグラフに掲載することの

条件となる。当誌への英文 Summary の掲載を希望する場合は、ローマ字による著者名と所属施設名と 400 単語以

内の英文 Summary を、この順番で引用文献の後の頁に用意する。そして、図表およびその凡例とタイトルは、英語

で作ること。なお、英文 Summary は、専門家によるチェックを受けておくことが望ましい。 

 

(7) 引用文献の記載様式  

1) 文献は本文の引用箇所の肩に 1)
、

1
～

5)
、

1,3
～

5)と、引用する順に番号で示し、本文の後に一括して引用番号

順に記載する。文献の著者が 3 人までは全員、4 人以上の場合は 3 人目までを挙げ、4 人目以降は省略して、3 

人の著者名+『，他』とする（以下の例を参照）。英文の文献で著者が 4 人以上の場合は、3 人の著者名+『，et al.』

とする。  

2) 雑誌名はその雑誌が使用している略名がある場合は使用してもよい。  

3) 記載方法は下記のとおり。  

①  雑誌の場合 著者名．表題．雑誌名．発行年（西暦）；巻：頁‐頁．  

例 1：田中英夫，西山謹司，津熊秀明他．癌専門医療施設における放射線治療の動向．癌の臨床． 

2001 47：449-455．  

例 2：Tanaka H, Uera F, Tsukuma H, et al. Distinctive change in male liver cancer incidence rate between the 1970s 

and 1990s in Japan: comparison with Japanese-Americans and US whites.  

Jpn J Clin Oncol. 2007;37:193-196.  

② 単行本の場合 著者名．表題．編集名．書名．発行所所在地：発行所，発行年（西暦；）頁‐頁．  

例 3：雑賀公美子，松田智大，祖父江友孝．日本のがん罹患の将来推計．祖父江友孝，片野田耕太，味木和喜 

子，津熊秀明，井岡亜希子，編． がん・統計白書 2012．東京：篠原出版新社，2012；63‐82．  

例 4：Tanaka H. Prevention of cancers due to infection. Miller AB, eds.Epidemiologic studies in cancer prevention 

and screening. New York: Springer, 2012; 65-83.  

③ インターネットのサイトの場合 他に適切な資料が得られない場合は文献として使用してもよいこととする。この場

合は、サイト名とアドレスを簡潔かつ明確に記載するとともに、アクセスした年月日も付記すること。  

  

５．投稿方法次のファイルを下記メールアドレスまで電子メールに添付して送信します。  

(1) 送信するファイル  

1) タイトルページ、要旨、本文、引用文献、英文 Summary ページまでを通して頁番号を付したファイル。  

2) 図表は 1 点につき 1 つのファイル。  

(2) 送り先 日本がん登録協議会事務局 contact@npo-jacr.jp  

 

６．採択の方針投稿原稿の採否は、原則として peer review による査読プロセスを経て、JACR モノグラフ編集委員で審議し決

定します。採択決定の前に corresponding author に対し、revision を指示することがあります。  

  

７．著作権  

掲載された論文の著作権は、JACR に帰属します。二重投稿に関する責任は著者が負うものとします。  

  

８．その他、本規定に対する問い合わせは、事務局（contact@npo-jacr.jp ）まで。  

  

mailto:contact@npo-jacr.jp
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